
やまぐち物流 2024年問題の解決に向けた共同宣言式 

 

日時：令和６年３月 26日（火）11：30～12：00 

場所：山口県山口市滝町１番１号 

    山口県庁４階共用第１会議室 

 

 

議 事 次 第 

 

 

Ⅰ．開会 

 

Ⅱ．議題 

 

１．行政機関からの挨拶 

２．共同宣言文の提案・採択 

３．各団体からの意見表明、行政機関の取組説明 

４. 写真撮影 

 

Ⅲ．その他 
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【代理出席】 
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事務局 山口労働局労働基準部 

 



■消費者の役割
・再配達の削減への取組み
確実に受け取れる日時・場所の指定
宅配ボックス・ロッカーの利用
置き配の推進

・まとめ買いによる運送回数の削減

やまぐち物流2024年間題の解決に向けた共同宣言

・荷主企業、物流事業者、消費者が協力して県内の物流を支えるための環境整備
・県内経済の発展と県民生活の向上を推進

実現を目指すもの

物流事業者、荷主事業者・消費者の役割
■物流事業者の役割
・労働時間の適正化、荷待時間等の把握・削減
・物流担い手の賃金水準の向上等による担い手の確保
・女性や高年齢層を含む多様な人材が活躍できる働き
やすい労働環境の実現

・鉄道等へのモーダルシフトや共同輸配送の活用
・求荷求車システム（WebKIT等）の利用による事業者
間の相互協力

・「標準的な運賃」の活用

■荷主事業者の役割
・荷待ち時間・荷役作業時間等の把握・削減
・出荷に合わせた生産・荷造り、運送を考慮した出荷
予定時刻の設定

・納品リードタイムの確保・延長
・物流事業者との情報の共有化・DXによる業務効率化
・「標準的な運賃」への理解・協力
・契約の書面化、燃料価格上昇分の反映

運転手の働き方をめぐる現状 取組みの方向性関係機関・団体等
による推進

①「商慣行」の見直し
◯物流の適正化・生産性の向上を図るため
荷主企業・物流事業者の双方で非効率な
商慣行を見直します。
◆納品期限、物流コスト込み取引価格等
の見直し

◆多重下請構造の是正に向けた規制的
措置の導入

◆「トラックGメン」による荷主・元請
の監視の強化

◆物流担い手の賃金水準向上等に向けた
適正運賃収受・価格転嫁の円滑化

◆「標準的な運賃」制度の拡充・徹底

②物流の効率化
〇物流GX・DX・標準化等により、
新技術も活用しつハード面・ソフト

面で効率化します。

③荷主・消費者の行動変容
〇消費者や荷主企業の経営者の意識
改革・行動変容を促す新たな取組み

を行います。

④物流に係る広報活動
○物流の大切さを伝える啓発活動の
促進に努めます。

①年間労働時間数、年間平均休日数、年間有給休暇取得日数
2,432時間、100.1日、10.1日 ※令和4年度

②運転手の賃金（1か月平均・賞与込み）、平均年齢、勤続年数
37.4万円、48.3歳、14年8か月 ※中国ブロック 令和４年４月～６月

③初任給（大卒）、退職金平均受給額（自己都合・勤続40年）

18.4万円、466万円 ※令和4年度

④女性運転者の占める割合、平均年齢
1.9％（令和4年度）、44.9歳 ※令和4年度

⑤有効求人倍率、有効求人数、有効求職者数
2.30倍、702人、305人 ※令和６年１月

出所 ①～④全日本トラック協会、⑤山口労働局



2024年3月26日

中国経済産業局施策説明資料

１．労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（内閣官房公正取引委員会）２．パートナーシップ構築宣言（未来を拓くパートナーシップ構築推進会議）

ロゴの使用は「宣言」をした企業のみになります。

宣言・公表した企業は、国の一部補助金について加点措置が受けられるなど、優遇措置が
受けられます。また、山口県の公募する一部の補助金に対しても加点措置が設けられました。
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詳細についてはＱＲコードからご確認ください

詳細についてはＱＲコードからご確認ください

やまぐち物流2024年問題
の解決に向けた共同宣言式



よろず相談窓口は中小企業、小規模事業者の皆様からの、経営上のあらゆるご相談に
お応えするために、国が全国に設置した無料の経営相談所です。
2023年7月より、全国のよろず支援拠点に「価格転嫁サポート窓口」を設置し、価格
交渉に関する基礎的な知識の習得支援や、原価計算の手法の習得支援を実施して
います。

３．価格転嫁サポート窓口（よろず支援拠点）

４．中小企業・小規模事業者の価格交渉ハンドブック（中小企業庁）

中小企業が取引先と価格交渉を行うために準備しておくとよいチェックポイントや、交渉を行う上で
押さえておくとよい段取りポイントなどを、ハンドブックとしてまとめました。

価格交渉・転嫁の支援ツールや労務費、原材料費、エネルギーコスト上昇の根拠となる公表資料の
データベースといった情報も用意していますので、ＱＲコードからご確認いただき是非ご活用ください。
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詳細についてはＱＲコードからご確認ください

詳細についてはＱＲコードからご確認ください

価格交渉・転嫁の支援ツール（中小企業庁） 労務費、原材料費、エネルギーコスト上昇の根拠となる公表資料（例）（中小企業庁）

価格交渉ハンドブック（抜粋）

拠点名 電話番号

山口県よろず支援拠点 083-902-5959


